
（様式第１号）

参加表明書
令和　　年　　月　　日

琴浦町長　福本まり子　様

（提　出　者）
会　社　名
所　在　地
代表者名
　　　　　　　　　　　　　　　　
（作成責任者）
所　　　　属

職・氏名
電話番号
ファクシミリ
電子メール
令和８年６月１６日付け調達公告に係る下記案件の公募型プロポーザルに参加したいので、別添のとおり資料を提出します。なお、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４に該当しないものであること及び添付書類の記載事項について事実と相違ないことを誓約します。

記

案件名称　グループウェアシステム導入業務
（様式第２号）

公募型プロポーザル参加資格確認書

琴浦町長　福本まり子　様

案件名称：グループウェアシステム導入業務
１　当社は、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者です。
２　当社は、この調達の公告日から本件業務の参加表明書提出日までの間のいずれの日においても、琴浦町及び他の公共機関（国、地方公共団体等）から指名停止措置を受けていません。

　３　当社は、この調達の公告日から本件業務の参加表明書提出日までの間のいずれの日においても、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定による更生手続開始の申立てが行われた者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定による再生手続開始の申立てが行われた者ではありません。

　４　当社は、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3 年法律第77 号）第2 条第2 号に掲げる暴力団又はその構成員の利益になる活動を行う者ではありません。
　５　当社は、琴浦町との協力・連携体制及び個人情報保護の体制を構築できる者であります。

上記のとおり相違ないことを誓約します。

令和　　　年　　　月　　　日

会　社　名
所　在　地
代表者名
　　　　　　　　　　　　　　　　
（作成責任者）
所　　　　属

職・氏名
電話番号
ファクシミリ
電子メール
（様式第３号）

グループウェアシステム導入業務企画提案書提出書

令和　　年　　月　　日

琴浦町長　福本まり子　様

（提　出　者）
会　社　名
所　在　地
代表者名
　　　　　　　　　　　　　　　　
令和８年６月１６日付け調達公告に係る下記案件について企画提案書を別添のとおり提出します。

記

案件名称　グループウェアシステム導入業務
１　提出書類

　（１）企画提案書

　（２）価格提案書（様式第６号）

　（３）会社概要及び業務実績（様式第４号）

２　担当部署等

　（１）担当部署名

　（２）担当部署所在地

　（３）担当者

職・氏名
電　　　　話

ファクシミリ

電子メール
（様式第４号）

会社概要及び業務実績
１　会社の概要
	名称

	代表者職・氏名

	本社所在地（電話・FAX)


	
	設立年
                年
	

	資本金
                　万円
	
	

	
	全従業員
                名
	

	会社概要
特記事項
	


２　事業実績
    令和３年度から令和７年度までに遂行した実施業務（できるだけ国又は地方自治体が発注した業務で、今回の業務内容と類似しているもの）のうち、規模（受注した業務の契約金額）の大きい順に３つまで記入してください。

	実　施　時　期
	実　　　施　　　概　　　要

	（元号）　年　月　日
	業務名
	

	
	発注機関名
	

	
	契約金額
	

	
	＜業務内容＞

	（元号）　年　月　日
	業務名
	

	
	発注機関名
	

	
	契約金額
	

	
	＜業務内容＞

	（元号）　年　月　日
	業務名
	

	
	発注機関名
	

	
	契約金額
	

	
	＜業務内容＞


※個々の事業の内容が確認できる契約書、成果品等があれば、写し等を添付してください。

３　担当者

	所属・役職
	
	連絡先
	電　話
	

	氏　名
	
	
	ＦＡＸ
	


（様式第５号）

グループウェアシステム導入業務
質　問　書

令和　　年　　月　　日

琴浦町長　福本まり子　様

（提出者）

会　社　名
（担当者）
所　　　　属

職・氏名
電話番号
ファクシミリ
電子メール
グループウェアシステム導入業務に係る下記事項について質問します。

記
	
	質問対象
	質問内容

	例
	実施要領 ３（１）ア
	〇〇〇〇

	１
	
	

	２
	
	

	３
	
	

	　４
	
	


※適宜、行を追加してもよい。

（様式第６号）

価格提案書

令和　　年　　月　　日

琴浦町長　福本まり子　様

（提　出　者）
会　社　名
所　在　地
代表者名
　　　　　　　　　　　　　　　　
記

１　案件名称　グループウェアシステム導入業務
２　提案価格

（１）月額均等払い額　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　円（税込）／月
（２）提案総額（上記（１）×６０ヶ月）　　金　　　　　　　　　　　円（税込）
※提案価格には、システムの初期構築・導入（初期設定等）にかかる一切の費用を含め、

月額に均等割して計上すること。

※提案総額（６０ヶ月分）は、下記「３ 内訳」の表中の合計金額（税込）と一致すること。
３　内　　訳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	区　分
	金　　額
	備　　　　　　　考

	初期構築・システム利用料・保守運用等に要する一切の経費（リース料等）
	＜総額＞

　　　　　　　　
（税抜）
	＜月額＞
　　　　　　　　　　×６０ヶ月
（税抜）

	消費税及び地方消費税の額
	
	

	合　　　計
	
	


※備考欄には、必要に応じ積算内訳等を記載すること。
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